
令和５年度 栃木県地域公共交通活性化協議会 （栃木県）
（地域公共交通計画策定事業）

公共交通の概況・地域の特徴

令和５年度の開催状況（予定含む）

・第１回（令和５年８月10日）
方向性の再整理について
公共交通NW図について 等
・第２回（令和５年11月10日）
評価指標・目標値について
サービス水準について 等
・第３回（令和５年12月５日）※書面
計画素案について
・第４回（令和６年１月９日）※書面
事業評価について 等
・第５回（令和６年３月８日）※予定
計画案、次年度以降の体制 等

協議会開催状況アピールポイント

・令和４年度に実施した県内全高校へのアンケートや事業者・市町へのヒアリング等に基づいて県内公共交通の課
題を整理し、栃木県地域公共交通活性化協議会における議論も踏まえながら課題の解決に向けた基本方針と目標
を設定した。

基本方針 「みんなで一緒に 『つくり』・『まもり』・『そだてる』 とちぎの未来に繋げる公共交通」

・基本方針、目標を達成するために、県だけではなく関係者（市町、事業者、県民）も含めた役割分担を設定し、施
策を整理した。なお、施策の整理に当たっては、併せて県内県外の参考事例も記載することで、施策に取り組む
関係者にとっての参考資料としても活用できるようにした。
・県内全域の公共交通ネットワークを「木」の幹・枝・葉に例えて、市町や交通事業者の意見も踏まえながら、交通
結節点及びそれらをつなぐ交通軸を整理した。
・公共交通ネットワークについては、平面的な整理に加えて、運行本数や乗換時間など、交通軸のサービスレベル
についても整理を行った。特に、「県立高校への通学可能圏」及び「二次救急以上の医療施設への通院可能圏」
については、より具体的な形で現状を分析するとともに、課題の方向性を示した。
・評価指標の設定に当たっては、可能な限り毎年度定量的に把握可能な指標を採用した。

地域の抱える問題点・計画策定調査の必要性

・生活交通（民間バス路線、市町村生活交通）への補助額は、国・県・市町の協調補助が17.9億円、市町の単独負担
が11.2億円となっている。公費負担額の合計は29億円であり、過去10年間で約15億円増加している。
・人口減少に伴い、公共交通の収支悪化、運転士不足等が深刻化し、とりわけ過疎市町では、収支改善はおろか、
公共交通サービスの存続自体の危機にある。
・県内各地域の移動ニーズや輸送資源等に応じて、限られた予算や運転士を有効に活用しながら、持続可能な公共
交通サービスの提供の確保が必要であることから、これらの取り組みを具体に検討し実行し地域の移動手段を確
保するために、「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにする地域公共交通計画を作成する。

・本県は通勤・通学における自家用車分担率が73.3％(R2)と高く、人口100人あたりの自家用車保有台数は68.6台で
全国２位（R2）となっているなど、自動車依存の傾向にある。
・公共交通に関しては、６社が鉄軌道を運行しており、８社が乗合バスを運行している。そのほか、15の市町がコミュ
ニティバスを、 22の市町がデマンド交通を運行している。
・民間路線の統廃合等が進む中、それを市町のコミュニティバスやデマンド交通等が補完してきたことにより、公共交
通の人口カバー率は94.3％（R3）まで上昇し、面的には公共交通がおおむねカバーしている。

面 積 6,408 ｋ㎡

人口 （R5.4.1時点） 1,898,513 人

15歳未満 209,747 人

65歳以上 564,299 人

高 齢 化 率 30.3 ％

一部山村
指定

別紙２



○参考資料として以下の資料を添付

・地域の交通体系図 等

・計画骨子、概要版 等

※令和５年12月時点
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